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令和８年度最低賃金改定額及び各種賃上げ支援助成金等の周知広報について

机　上　配　布　資　料

第559回（令和８年度第４回）
鳥取地方最低賃金審議会

（令和８年９月17日）

資　　　　　　料



                                         令和８年９月 17 日 

                            鳥取労働局労働基準部賃金室 

 

令和８年度最低賃金改定額及び各種賃上げ支援助成金等の周知広報について 

 

１ 鳥取県と連携による周知・広報について 

鳥取県商工労働部雇用人材局（以下「県」という。）と連携の上、鳥取県最低賃金改定額及

び各種賃上げ支援助成金並びに持続的な賃上げ・生産性向上支援補助金について、鳥取県最

低賃金額改定の官報公示日（９月３日）から、積極的かつ重点的な周知・広報を実施。 

 

２ 的確な周知広報 

（１）新聞折込チラシによる広報 

県と連携して周知用チラシ（別紙１）を作成し、９月３日（木）の日本海新聞（朝刊）

の折込チラシとして 14万世帯に投函。 

（２）個別企業への働きかけ 

県と連名により、時間当たり 1,090 円未満の労働者を雇用する事業所（求人提出企業）

780 事業所に対して、 

・ 鳥取県最低賃金リーフレット（別紙２） 

・ 最低賃金アップチラシ（別紙１と同じ） 

・ 賃上げ助成金リーフレット（別紙３） 

・ 持続的な賃上げ・生産性向上支援補助金チラシ（別紙４） 

といった支援策の案内等を郵送し、各種助成金等の周知・活用促進。 

（３）市町村・関係団体を通じた周知・広報の協力依頼 

県と連名により、市町村、商工会連合会等の経済団体、社会保険労務士会、中小企業診

断士協会、飲食生活衛生営業同業組合等の業界団体に、鳥取県最低賃金の引上げ、各種賃

上げ支援助成金及び持続的な賃上げ・生産性向上支援補助金等の周知・活用（周知依頼）

を通知。 

 

３ その他の取組 

（１）労働局及び働き方改革サポートオフィス鳥取の共催により、「賃金引上げに活用できる

助成金セミナー（オンライン）」（別紙５）を８月に集中的に実施（４回）。 

（２）改定額に係るポスター、パンフレット及びリーフレット（厚労本作成）等を、国の出先

機関、県、市町村、商工会連合会等の経済団体、労働組合、教育機関、飲食生活衛生営

業同業組合等の業界団体等、約 270 団体あてに持参又は郵送し、周知・広報を依頼。 

   併せて、労働局長が市町村を訪問し、首長と面談の上、改正最低賃金及び各種賃上げ支

援助成金の周知について協力を要請。（９月中旬から実施） 

（３） 県内全世帯の約７割に配布される情報誌（つばさ、くらら、こはく、ＤＡＧＡＮＡ、

じもとのこと）への広告掲載、県内ケーブルテレビの運営会社へ文字放送による情報掲

載・放映による周知広報を実施。 

（４）鳥取大学鳥取キャンパス正門付近で改正最低賃金の街頭周知広報活動（ビラ配り）を実

施。（10 月２日実施予定） 

資料NO.1
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鳥取県内で

賃上げに取り組む事業主の皆様

各種賃上げ支援助成金をご活用ください！

賃上げ支援助成金パッケージ 検索

0８００－２００－３２９５
（厚生労働省委託事業）

働き方改革サポートオフィス鳥取
（受付時間 平日 ９：００～１７：００）

●鳥取労働局では、事業主の皆様の賃上げを支援する助成金制度を各種取り揃えています。

●本資料では主な制度をご紹介しますので、まずはお問合せください。

詳しくは裏面へ

最低賃金の引上げ
＋

設備投資

最低賃金の改正に
併せてご検討くだ

さい！

賃金引上げ
＋

働き方改革
（労働時間削減など）

賃金引上げ
＋

パート・有期労働者
の人材育成

業務改善助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、

設備投資等を行った中小企業

等に、その費用の一部を助成。

●最低賃金の引上げと併せて
設備投資を行うことで、設備
投資にかかった費用の８０％
又は７５％を助成します！
●賃金引上げ人数と引上げ額
に応じて最大600万円支給！

働き方改革推進支援助成金

労働時間の削減や年休の取得促
進に取り組む中小企業事業主に
コンサルティング費用等の一部
を助成。賃上げ加算あり。

●業種や取組内容に応じて５
コースあり。
●小規模事業場ほど賃上げ加
算額が手厚く！
→10人未満の事業場における5%及
び7%賃上げの加算額が2.5倍！

助成金全般に関するご相談

キャリアアップ助成金

非正規雇用労働者の基本給の賃
金規定等を３％以上増額改定し
適用した場合、賃上げ率と人数
に応じて助成。

●中小企業、大企業どちらも
利用可能！
●賃金規定等の増額改定に関
するキャリアアップ計画の作
成が必要。
●申請期間は特になし。

その他の賃上げ支援策はこちらからチェック！

鳥取県最低賃金改正に
併せてご活用ください
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• 賃上げと設備投資等を含む生産性向上

に資する計画の作成が必要

• 中小企業が利用可能

• 助成額は、賃金の引き上げ額、引き上げ労働

者数等によって決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

賃上げ＋設備投資活用のポイント

賃上げコース区分 助成上限額

50円コース 30～130万円

70円コース 40～300万円

90円コース 90～600万円

• 賃金規定等の増額改定に関するキャリアアッ

プ計画の作成が必要

• 中小企業、大企業どちらも利用可能

• 原則、事業所内全ての非正規雇用労働者の賃

金規定等を改定する必要あり

• 改定にあたり職務評価を活用した場合、昇給

制度を新たに規定した場合は助成額を加算

非正規雇用労働者の賃上げ活用のポイント

非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適用させた場合に助成します。
パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引き上げが対象です。

中小企業が賃金規定等を５％増額改定し、10人の有期雇用労働者の賃金引き上げを実施した場合、

65万円が支給されます。
活用例

非正規雇用労働者の
賃上げ率の区分

助成額
（１人当たり）

３％以上4％未満の場合 ４万円(2.6万円)

4％以上5％未満の場合 5万円(3.3万円)

5％以上6％未満の場合 6.5万円(4.3万円)

6％以上の場合 7万円(4.6万円)

• 労働時間削減等の取組計画の作成が必要

• 中小企業や中小企業が属する団体が利用可能

• 助成額は、成果目標の達成、賃金の引き上げ額、

賃金を引き上げた労働者数等により決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

労働時間削減等の取組

（賃上げ・割増賃金率）＋設備投資等
活用のポイントコース区分

助成上限額

基本部分
加 算

賃上げ 割増賃金率

業種別課題
対応コース （※１）

25～550 万円

６～３６０
万円（※２）

２５～100
万円

労働時間短縮・
年休促進支援コース

25～200 万円

勤務間インターバル
導入コース

50～1５０ 万円

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコンサル
ティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成します。

建設業の事業場が設備投資等を実施して、36協定で設定する時間外・休日労働時間数の上限を

引き下げた場合等に、設備投資等にかかった費用に対し最大25～550万円が助成されます。
活用例

（※１）建設業の場合
(※２)常時使用する労働者数が１０人以上30人以下の場合は、５％以上の賃上げに係る加算額は２倍になります。

また、常時使用する労働者数が１０人未満の場合は、５％以上の賃上げに係る加算額は2.5倍になります。
（※３）別途団体向けのコースあり。

(※)括弧内の金額は、大企業の場合の助成額。１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は 100人。

事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業等に、その費用の一部を助成します。
中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象（※）です。
※申請前の賃金引き上げ、交付決定前の設備投資は対象となりません。

事業場内最低賃金労働者3人の時給を70円引き上げた場合、設備投資にかかった費用に

対し最大10０万円が助成されます。
活用例

申請期間：R8.9.1～令和８年度鳥取県最低賃金の発効日前日又はR8.11.30のいずれか早い日

業務改善助成金 業務改善助成金コールセンター  ０１２０-３６６-４４０

働き方改革推進支援助成金 鳥取労働局雇用環境・均等室  ０８５７－２９－１７０１

キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース） 鳥取労働局職業安定課  ０８５７－２９－１７０７

事業場内最低賃金が
令和８年度の鳥取県
最低賃金未満である
中小企業・小規模事
業者が対象です！

申請期間：R8.11.30まで
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